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プロフィールアンケート

聞かせてください、あなたの ホンネ
気候変動・温暖化の影響や、有事の際のエネル

ギーの海外依存のリスク、経済性など様々な要

因を考慮したうえで、我が国の今後のエネルギー構成

はどのようなものが望ましいと思われますか？

Ｑ.

  

目黒区立不動小、開成中・高、東大法卒(在学中はボート部で活躍、
アメフトも経験)

大蔵省、福岡国税局、ジョージタウン大外交大学院フェロー、在
NY副領事、厚生労働省(出向)勤務を経て、平成16年冬に日本
の将来に危機感を抱き政治への挑戦を決意。平成17年8月、霞ヶ
関を飛び出す。
途上国支援、国際金融、高齢者・障害者政策の企画立案に加え、
福岡で地方の中小企業経営の苦しい実態を学び、米国では9.11
テロを体験。

サラリーマン家庭(父は千葉県、母は八王子市出身)の長男として
昭和52年2月生まれ｡

衆議院議員(5期目)。外務副大臣、財務副大臣、
国土交通兼内閣府大臣政務官、予算・外務・TPP・
議運委各理事、党副幹事長、党青年局長、法務委
員長等を歴任。現在、党政務調査会副会長　他。

行動する改革派として、無駄削減、道路財源一般
財源化、北朝鮮・中国問題、台湾政策、温暖化対
策等に積極的に取り組む。法人税引下げも主導。
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衆議院議員 鈴木けいすけ事務所
自由民主党神奈川県第七選挙区支部

最新情報をお届けします。
鈴木けいすけの
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Facebook

国政ニュース
〇 化石依存度を下げ、原子力を過渡的に活用しつつ再

生可能エネルギーを最大化すべき

〇 原子力を減らし、再生可能エネルギー普及までは化
石燃料を増やすべき

〇 現状（化石72.8％、原子力5.5％、再エネ21.7％）を
維持すべき

No.40

前回のアンケート

（2024年6月12日時点）

Q. 「変化の時代」と言われ、産業構造の変革競争が世界的に行
われる中で、我が国の経済政策のあるべき姿は、コロナ禍のよ
うに急に需要が消えたときには財政出動を大胆に実行する一
方、平時には産業構造の変革を加速する改革を大胆に進める
ことです。あなたは現状をどのように判断されていますか？

自由民主党 衆議院議員（横浜市港北区・都筑区）

鈴木けいすけ

●鈴木けいすけの直言
　「今こそ強い経済へ徹底した改革を。」
●今月のトピック
　「頼清徳台湾新総統と港北・都筑」
●今月のチャート
　「人口減少に転じた中国」
●アンケート
　「あるべきエネルギー・ミックス」

INDEX 元 財務副大臣
元 外務副大臣
47歳

あるべきエネルギー・ミックス

新綱島

新 神奈川7区 （横浜市港北区）

※公職選挙法が改正され、
　 神奈川7区は港北区のみとなります。

@SuzukiKeisukeMP

X

〇 新型コロナの分類も変わり経済も平時に近づいているので財政
出動よりも改革・変革の加速に重点を置くべき

〇 新型コロナの影響や電力・ガソリンの高騰など今も非常時なの
で改革よりも現状を守るための財政出動を続けるべき

〇 どちらともいえない
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今月のチャート
「人口減少に転じた中国」

　2019年を境に中国の人口が減少に転じたと指摘

されています。

　これまで中国の経済成長の大きな原動力となってき

た人口増加ですが、上のチャートでもわかるように、
出生者数の推移からも中国の人口推移の変化が明確
に窺えます。加えて西部大開発、一帯一路等、中国の

旧い産業の過剰生産を国内外で解消する役割を果た

していた各種政策も頭打ちの状況です。中国経済は、
都市部の不動産市場の悪化も相まって今後かなり厳
しい局面を迎えると予想されています。

　同時にこのことは、中国共産党指導部、特に習近平
総書記の権力維持に大きな影響を与えると言われて

います。独裁国家中国にあって、豊かになること、人
民に富をもたらすことでリーダーとして国民に認め
られてきたこれまでのパターンが困難となり、「強い
中国」を体現することでしかその正統性を得られな
い状況になりつつあります。中国による台湾侵攻の可

能性が高まっていると言われる所以です。

鈴木けいすけの直言
今こそ強い経済へ徹底した改革を。
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中国の出生数推移

　今年5月20日に台湾の総

統に就任した頼清徳氏。実は

私とは旧知の仲で、前回の総

統選の党内の指名争いの前、

行政院長（首相）を終えた時期

に、私が活動する港北区・都筑

区を訪問しています。日本の

暮らしの日常に触れたことが

非常に印象的だったようで、今も会うと、日台関係や国際

情勢の話だけでなく、その当時の話が出ます。

　自由や民主主義といった価値を共有し、極めて親日的
で多くの人がお互いに行き来している台湾は、我が国に

とっても安全保障上、また
経済関係においてもとて
も重要なパートナーです。

今、私は自民党で台湾政策

検討プロジェクトチームの

座長を務め、台湾関係の政

策の党の責任者を務めて

いますが、親日派の頼総統
の下で、日本と台湾の二国
間関係がさらに緊密なも
のとなるよう努力してまい
ります。

　数年前には想定されなかった

「円安」の影響が顕著になってい

ます。今でも製造業が強い日本

においては、輸出などマクロ的

にはプラス面も多いとはいえ、

食糧や化石燃料など多くを輸入
に頼ることから、物価の高騰を
通じて日々の暮らしへの影響も
大きくなってきています。

　私も年初に米国出張した際、物

価高と為替の影響でホットドッグ

の値段の高さに衝撃を受けまし

たが、国内の暮らしにも様々な

影響が出ています。仮に1ドル

100円が1ドル200円になれば、輸入物価が2倍になり、

電気代やガソリン代、食品などの生活費が相当に高くなり

ます。輸入物価は、賃金と物価の関係において、実質賃金
にマイナスの影響を与えますし、長期的な円安基調がよ
り強くなれば、家計の貯蓄がドル資産などに転換される
キャピタルフライトの可能性も心配されます。

　円安ドル高には、様々な要因がありますが、一番の根っ
こにあるのは日本とアメリカの成長力格差です。景気が
加熱しやすく金融の引き締めが必要なアメリカ経済とそ
の逆の日本経済。この関係を変えていかなければ長期的

な円安基調を変えることは出来ません。

　日本経済を景気が過熱しやすい経済、力強く成長する
経済にどう転換できるか。経済の新陳代謝が起こり、新し
いアイデアで新しい企業や挑戦する会社が成長をリード
する社会、そして何よりもひとり一人が思う存分力を発揮

できる「人が主役の社会」、「誰もが何度でも挑戦できる社
会」を実現する。そのためには人材や資金が次に成長する分

野と繋がる、ヒトとカネの開放、そしてひとり一人が「やれば
出来る」と思える環境が極めて重要です。必要な改革を全力

で進めてまいります。

頼清徳台湾新総統と港北・都筑今月のトピック


